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ベンチャー企業が成功
するためには

 資源が集中化しているか

 収益の仕組みが出来ているか

 差別化ができているか（他の人がまねし
にくいか）

 儲けの源泉を知られていないか

 経営チームが出来ているか

 

 

儲かるベンチャー企業
の収益構造

どこに儲けの源泉があるか
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23の利益モデル

1. 顧客ソリューション利益モデル

2. 製品ピラミッド利益モデル

3. マルチコンポーネント利益モデル

4. スイッチボード利益モデル

5. 時間利益モデル

6. ブロックバスター利益モデル

7. 利益増殖モデル

8. 起業家利益モデル

9. スペシャリスト利益モデル

10.インストール・ベース利益モデル

11.デファクト・スタンダード利益モデル

12.ブランド利益モデル

13.専門品利益モデル

14.ローカル・リーダーシップ利益モデル

15.取引規模利益モデル

16.価値連鎖ポジション利益モデル

17.景気循環利益モデル

18.販売後利益モデル

19.新製品利益モデル

20.相対的市場シェア利益モデル

21.経験曲線利益モデル

22.低コスト・ビジネスデザイン利益モデル

23.デジタル利益モデル

 

 

経営計画の作成手順

 経営理念の明確化

↓

 経営戦略

↓

 部門別経営戦略

↓

 営業戦術
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経営計画で決めるべきこと

 事業の範囲と構造

特に専門化、多角化、統合化のバランス

 目標を達成するための時間と資金

 文字ベースの計画を作成し

数字に落とす

 経済情勢、機会、成果達成のための

計画に適合した組織構造

 売る仕組み

 

 

経営計画の目的

 ビジネスでの成功は「どのように行動す
るか」を知ることであり、そこには原理が
ある

 経営とは意思決定である

 他人に理解してもらえなければ事業とし
ては成功しない

 他人に理解してもらうだけでなく、一番大
切なのは自分がまず理解しておかなけ
ればならないことである
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経営計画の目的

 利害者集団に納得してもらうためのツー
ル

 従業員が希望を持って働くためのツール

 自分の将来価値の宣言書

 将来価値から割り出した現在の自分の
価値の向上

 「安心感」「安定感」「期待」を与える

 

 

経営計画で決めるべきこと

 自分の強みを明確化し、強みに焦点
をあてる

 リスクの分類

 負ってはいけないリスク

 負えるリスク

 負うべきリスク

 負わないことによるリスク
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チャンスを見つける仕組み

 新規創業、新事業展開の発想法とは

 チャンスを見つける仕組みを作る

 

 

自らの強みと機会を知る

 強み・機会の分析が何故必要か？

 経営者はなんでもできることから、自らの事業ドメイン（領域）をきちんと

定めることが重要

 そのためには、自分の強み（内部）と機会（外部）を知ることが重要

 強みと機会がわかると「選択」と「集中」を実現でき、成功が近くなる

 失敗する起業家の中に「こうあるべきだ」という「あるべき論」で事業展開

し、失敗するケースも見受けられる。「強み」「機会」と同時に「弱み」も分

析し、「出来る」ことを事業化することが必要

 「強み」分析により自信を持って事業化に取り組めるようにモチベーショ

ン強化も実現

自らの強みと機会を把握することが重要
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自らの強みと機会を知る

今回、強みと機会の分析に使用するフレーム例
①SWOT分析
経営戦略立案の第一歩となる現状把握を行うためのフレーム。
強み（Strengths）、弱み（Weaknesses）、機会（Opportunities）、脅威（Threats）
の４つの頭文字をとって、SWOTと呼びます。
自社内部（専門性、付加価値、コスト、人材、経営力、営業力、経営資源など）
の強みと弱み、外部環境（事業環境、競合、顧客の変化、法規制など）に考えら
れる機会と脅威をそれぞれの枠組みに箇条書きで書き出していきます。

②ポーターの競争戦略
差別化と集中など競争優位に立つための戦略

これらのフレームを活用し

優位性を把握

自らの強みと機会を把握

 

 

テクノロジーベンチャー
成功のために

（１）技術そのものの価値

（２）技術の市場価値

（３）市場価値がわかり代金を払って購入
する企業の把握

（４）技術からどのような収益モデルを作れ
るか（集金のエンジンはあるか）

（５）知財戦略はどのようになっているか
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技術インフラチャート

技術 インフラ

砂上の楼閣(失敗）

テクノロジーハッピー(失敗）

成功する事業

小さな勝利(失敗）
適用市場

 

 

技術インフラチャートで
行う技術の目利き

 技術そのものの価値

 技術の市場性＝標的顧客

 技術が社会的に認められるか

 技術が事業として成り立つためのインフ
ラがあるか
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技術戦略（優位性構築）

 優れた資産（特許、技術、ブランド）

 特徴的な能力（研究開発力、チーム、生
産システム、プロジェクト管理）

 戦略的提携（時間を買うメリット）

 

 

テクノロジーベンチャー
の戦略

 ＱＣＤのバランス

 生産工程

 安全対策

 品質管理
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テクノロジーベンチャー
の戦略

 完成品はどこで売るか

 入口と出口はどこか

=自社ドメインがきちんと把握されている
か

 プライシングは出来ているか

 

 

成功しているテクノロジー
ベンチャーの事例

 水平分業のボトルネックを抑える
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水平分業の中の集中化

 

３つの競争基本戦略

コストのリーダーシップ

（寡占状態）

差別化

集中

マイケル・Ｅ・ポーター
『競争の戦略』より講師が加筆
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コストのリーダーシップ戦略

コスト優位に立つ

出来るだけ同じ土俵で戦う

 

 

差別化戦略

 まねできない、 まねしにくい
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集中化戦略

「捨てる」戦略

特定セグメントに集中

 

 

外部評価者はどこを
みるか

 事業ドメイン

 将来構想

 経営チームと事業運営チーム

 損益計画と資金計画

 売る仕組み

 集金の仕組み
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あるべき姿の明確化と
現状の把握

あるべき姿・到達目標

現状

①あるべき姿の明確化

将来構想

ギャップ⇒経営課題

②課題は解決できる

課題がわかればやる
べきことがわかる

（マネジメント）

④進め方の定着

継続性

（仕組み・ルール）

③進めるのは人材

引き上げる能力

（リーダーシップ）

 

 

ビジネスモデルの検証

 経営理念は明確か

（柱があるか）

 戦う土俵は明確になっているか

（勝てる土俵で相撲を取ろうとしている
か）
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ビジネスモデルの検証

 時間が明確化されているか

（期限なき仕事はない）

 「市場価値」の判断が正しいか

（金を払ってくれるか）

（顧客から見た事業）

（何を売るかではなく何を買っているか）

 

 

ビジネスモデルの検証

 経営チームはしっかりとしているか

（役員の能力）

（経営・技術・販売・企画・経理総務など
のバランス）

（高い成果を生みだすには「やるべきこ
と」「したいこと」「できること」が、より大き
く重なりあっている状態を作る必要があ
る）
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ビジネスモデルの検証

 売る仕組みは出来ているか

 利益を上げる仕組みが出来ているか

 

 

成果をあげるために

 習慣を作る

気付き→思い→行動→習慣

 習慣が成果を出す
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行動計画を立てる

 マネジメントサイクル

年間/半年/クオーター/月間/週間/毎日

 予定は入っているか

 今日することがわかっているか？

今週することがわかっているか？

 具体的ツール

「週間行動予定表」「月別営業戦略」

 

 

組織を向上させる
ためには

 人間は課された要求の水準に適応する

 貢献に照準を当てる

 問題が起こったときは、個々の事象を見
るのではなく本質を捉える

 ものの見方を単純化する
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過去

ＢＳＣの考え方
（言い換えると）

利益つくり
売上、利益

人つくり
従業員満足度

教育研修、勉強会参加
従業員定着率
部下昇格人数

仕組みつくり
生産性、在庫回転率

認定試験合格率
納期厳守率

改善提案、商品開発件数

顧客つくり
顧客満足度
顧客定着率

クレーム件数
新規顧客数

ビジョンと
組織戦略

将来

過去から現在
の結果

現在における
企業の実力

将来に対する
投資
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５－４ 資金（服部統幾/日本政策投資銀行） 

 

成長戦略としての財務資金調達源

服部統幾

日本政策投資銀行新産業創造部調査役

（注）本内容は、筆者個人の見解に基づくもので、必ずしも所属組織等の公
式見解ではございません。

 

 

 

成長性
市場規模

10年間１年間

大

小

バイオ系
（創薬等）

○製品化までの
マイルストーン明らか

○製薬等とのアライアンス

公的補助等により
投資有望域まで嵩上げ

○サンプル提供から
評価までに長期間

○ニッチの場合は投資が
付いてこない。

モノづくり
・素材系

ＩＴ系
サービス系

Ｅｑｕｉｔｙ投資有望領域

投資懐妊期間とＥｑｕｉｔｙ投資有望領域
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民間の

間接金融機関

信用保証協会

公庫

商工ローン

ＶＣ

リスク

リターン

資金が薄い領域

ローリスク・ローリターン領域
デット： 低金利型（従来型）

エクイティ： 低インカムゲイン型

日本の金融空白領域 ハイリスク・ハイリターン領域
デット： 高金利型、レバレッジ型
エクイティ： 高キャピタルゲイン型

ミドルリスク・ミドルリターン領域
デット： 中金利型、

シニア型（優先権、部分保証等）

エクイティ： 高インカムゲイン型、
低キャピタルゲイン型

 

 

 

成長戦略としての財務資金調達
のための本質的要素

 アントレプレナーシップ（企業家精神・倫理）を有
する経営チーム

 有望なビジネスシーズ（科学・技術・アイデア）

 徹底的な「ビジネスプランニング」

- 【事前に】形式的・表面的な「ビジネスプラン（事業計
画書）」の有無ではなく、実行・実働（コミットメント）の
ための「ビジネスプランニング」を行うこと。

- 【事後に】継続的な「ビジネスプランニング」［＝（管理
ではなく）経営・統率（マネジメント）］を行うこと。
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資金の属性
「温かい資金」と「冷たい資金」
 温かい自己資金

- 「身内」からの出資
1. 創業者、共同創業・経営者
2. 親戚、友人、知人
3. 事業協力者

- 事業キャッシュフロー
1. 収益（製品売上、サービス受託など）
2. コスト節減、決済（入金・出金）条件改善、減税措置の活用

 中間的な資金

- 「エンジェル」からの出資
- 事業提携者からの出資
- 補助金・助成金

 冷たい外部資金

- ベンチャーキャピタルからの出資
- 金融機関からの融資、社債
- リース  

 

 

資金調達の手段

•資本
–ベンチャーキャピタル（ＶＣ）

–エンジェル

–親戚・友人・知人、協力者・提携者の援助

–本人・共同経営者

•収益
–利益、償却費
–補助金・助成金
–コスト節減、決済（入金・出金）条件改善、節税・減税
–資産売却

•負債
–銀行、信用金庫・信用組合

–公的金融

–社債（普通社債、新株予約権付社債）

–リース 外部資金

自己資金

・配当
・株価向上
・情報開示（ＩＲ）

・元本返済
・利息（金利）支払
・情報開示
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シード スタートアップ アーリー ミドル レイター

財務リストラ
再生資金

デット
（融資→負債）

エクイティ
（出資→資本）

温かい自己資金
中間的な資金
（出資→資本

事業ＣＦ→収益
補助金→収益）

＋
スウェット

［汗（→収益など）］

成長戦略として必要な財務資金
（イメージ図）

事業ＣＦ

 

 

 

JETRO N.Y.「米国におけるバイオベンチャー企業の
アーリーステージファイナンシング調査」（2000年10月）
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JETRO N.Y.「米国におけるバイオベンチャー
企業のアーリーステージファイナンシング調査」
（2000年10月）

 

 

補助金抜粋（2003年度）

5～10百万円1/2以内省略？ベンチャー企業市場開拓支援助成事業

5～10百万円1/2以内省略？中小企業新製品・新技術開発助成事業

20件程度5～30百万円2/3以内省略～2003/01/15創造的技術開発助成事業

【東京都】

30～100百万円/年
×2年以内

1/2以内（大学絡みだ
と2/3）

省略2003/01/20～02/06 地域新規産業創造技術開発費補助金

50件程度25百万円/年×2年以内省略2003/01～03課題対応技術革新促進事業

30百万円/年×2年以内省略2003/01/20～02/04中小企業地域コンソーシアム研究開発事業

45百万円以内1/2以内省略2003/04/16～05/13創造技術研究開発事業

（中小企業庁ＳＢＩＲ）

100件程度40百万円/年×最大3年30％相当省略2003/04/10～06/10 ＮＥＤＯ産業技術研究助成事業

※の内数1億円/年×最大2年2/3以内省略2003/04/30～06/27ＮＥＤＯスピンオフベンチャー・大学等発ベンチャー
等技術開発助成事業

20件程度※1億円/年×最大2年1/2以内省略2003/04/30～06/27ＮＥＤＯ産業技術実用化開発助成事業

10百万円以上/年
×最大2.5年

事業者がＴＬＯ等に提
供する資金の2倍以内

省略2003/05/07～06/20ＮＥＤＯ大学発等事業創出実用化研究開発事業
［マッチングファンド］

【経済産業省関係】

30件程度10～50百万円/年
×最大3年

省略2003/03/14～04/14ＪＳＦ独創的革新技術開発研究

20～100百万円/年
×最大3年

省略2003/01/29
～02/28

科学技術
国際交流
センター

科学技術振興調整費
（産学官共同研究の効果的な推進）
［マッチングファンド］

各10件程度新規企業で1～2億円、
中堅中小企業で1～4億円

省略①2003/03
②2003/07頃

ＪＳＴ委託開発事業

30件程度10～50百万円/年
×最大3年

省略2002/06/12～07/10 ＪＳＴ大学等発ベンチャー創出支援
［プレベンチャー］

【文部科学省関係】

採択件数補助金額補助率要件募集期間窓口名称
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経済産業省

 

 

事業（ＣＦ）金融と担保・保証金融

 事業（ＣＦ）金融

- 事業計画（ビジネスプラン）に基づく事業ＣＦに
依拠。

- 事業自体が「担保」であり、経営関与・経営に
対するガバナンスが重要。

 事業ＣＦ（長期）

- 毎年の事業から生まれるＣＦ（「償却前利払前
税引後利益（EBITDA）」－「維持更新投資
等」）
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徹底的な「ビジネスプランニング」こそ
成長戦略としての資金調達の早道

（注）

形式的・表面的な「ビジネスプラン（事業計画書）」の有無を言っているではない。

 【事前に】実行・実働（コミットメント）のための「ビジネスプランニング」を行うこと。

 【事後に】継続的な「ビジネスプランニング」［＝（管理ではなく）経営・統率（マネジ

メント）］を行うこと。

が重要。

 

 

 

「ベンチャー」にする意義

 目的（意識）の明確化

 （経営における）機動力の増強

- インプット経営資源（経営チーム、利用設備、諸チャネル、Ｍ＆Ａ
＆Ｄ）やビジネスプランの迅速・大胆な組み合わせ・組み換え

 ファイナンシング（資金調達）面でのレバレッジ

- 広範な投資家からの資金調達、期待（潜在性）による資金調達

 金銭的リターンによるモチベーション

 リスクテイク対リターンの透明化（利害調整の透明化）

→ アウトプットの加速
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・ビジネスコンセプト
－ 技術、商品（製品・サービス）
－ 業界・市場、消費者・顧客
－ マーケティング、ビジネスモデル

ビジネスプランの構成

・経営（マネジメント）
－ 経営チーム、資本政策、経営組織、労務管理
－ スケジュール

・収益計画・資金計画

・重要なリスク

・要旨（エグゼクティブ・サマリー）

・ビジョン（基本的価値観＋目的）
－ ＣＩ（コーポレート・アイデンティティ）

何を

誰に

どうやって①

どうやって②

どうやって③
どうなる

 

 

 

ビジネスプランニングのポイント

 「何を」「誰に」「どうやって」「どうなる」のかを明確、具体
的、現実的に考え、示すこと。

 技術・アイデア（Seeds）に溺れず、市場（マーケット）・顧
客（カスタマー）のNeeds・Wantsを深く掘りすること。

 そして、もっと重要なのは、

- 【事前に】形式的・表面的な「ビジネスプラン（事業計
画書）」の有無ではなく、実行・実働（コミットメント）の
ための「ビジネスプランニング」を行うこと。

- 【事後に】継続的な「ビジネスプランニング」［＝（管理
ではなく）経営・統率（マネジメント）］を行うこと。
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シード 基礎研究 応用研究 事業化開発 事業化 ＥＸＩＴ

現実の「企業」は創ってからが大変

■ ビジネスプラン（ニング）は「起業」前だけの作業ではない。

■ ビジネスプランはあくまで仮説であり、「起業」後も、現実とのやり
取りにより、臨機応変、迅速に検証→軌道修正し続ける必要が
ある。

■ 「ビジネス」としては、「企業」として生き残らなければ失敗。成功
のために軌道修正し続け、成し遂げるのが「経営」。

■ 「経営」と「管理」は全く違う。

– 計画（ビジネスプラン）・基本方針の立案・提示
– 計画実現のための指導・調整・動機付け
– 実働
– リスクの事前察知
– 臨機応変な問題解決

実現確率

実現時の価値

ビジネスプランニングとは「経営」（単
なる「管理」ではない）そのもの

 

 

 

■当初のビジネスプラン通りに進捗せず、打ち切り

目標
①

■当初のビジネスプラン

目的

■当初のビジネスプラン通りに進捗

目標
①

目標
②

目標
③

目標
④

目標
⑤ 目的

■当初のビジネスプラン通りには進捗せず、見直し

目的
目標
①

目標
②

目標
（３）

目標
［４］

目標
［５］

マイルストーンと進捗見極め
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そのためには、
（１）に志（アントレプレナーシップ）を持った経営チーム（人材）
（２）に徹底したビジネスプランニング

形式的・表面的な「事業計画書」の有無ではなく、
関係者間の徹底的議論を通し、

①基本理念、基本方針
②多岐の選択肢とリスクの認識
③具体的な目標
④具体的な役割認識
⑤責任感

を深化すること。
が重要。

「ビジネス（事業）」の成功（確率アップ）のためには、シーズ（技術）に加え、
「適切・真摯な事業化」

－失敗要素の徹底的排除
－成功要素の徹底的付加

を行う経営が必要。

経営力を補完し、
「適切・真摯な事業化」

－失敗要素の徹底的排除
－成功要素の徹底的付加

を指導するのが、「ベンチャー･
インキュベーション・ファンド」
の役割。

 

 

 

 

シード スタートアップ アーリー ミドル レイター

「ベンチャー・インキュベーション・ファンド」

敢えて言うと、マネーゲーム的投資
 組織力を背景にした情報力に

よりミドル・レイター案件にアク
セス

 何もしなくても相応の成功確率
 期待リターン倍率は低い
 上場株投資に近い
 ポートフォリオ（分散）投資

ハンズオン型の経営指導
ビジネスプランニング 資金調達 IPO支援 EXIT支援

経営チーム組成 営業支援
特許管理

マーケティング
事業提携構築

従来型のＶＣ
・ファンドの
投資領域

ベンチャー・インキュベーション・ファンドの投資・育成領域

敢えて言うと、事業ゲーム的投資
 ｢目利き｣と｢インキュベーション｣により

シード・スタートアップ・アーリー案件の
成功確率を向上

 何もしなければ成功確率は相当低い
 期待リターン倍率は高い（ものを選別）
 事業会社の事業開発投資に近い
 マイルストーンで集中（大型）投資

「適切な」事業化の実現
－失敗要素の徹底的排除
－成功要素の徹底的付加
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事業開発

経営

失敗要素（リスク）を徹底的に排除し、
事業成功のための成功要素を徹底的に付加する。

• 要は、ＶＣの参画（インキュベーション）により、「経営力」を高め、成功確率を
アップする。

–確実に実現すること： 失敗要素（リスク）の放置を回避する。
 現状、経営陣、株主、債権者等の「怠慢（、力不足）」により、失敗要素が放

置され、事業失敗に陥っていることが多い。

–実現確度を高めること： 加えて、独自の専門的な事業開発実現能力に
より、成功要素を徹底的に付加する。

成功要素を徹底的に付加
（臨機応変な事業見直し含む）

失敗要素を徹底的に排除

汎用性もある力
（分野・領域・段階など毎に）

特に専門性が要求される力

 

 

 

 

日本政策投資銀行：ＤＢＪ

新規事業投資㈱： ＮＢＩ

投資事業有限責任組合

民間ＶＣ 民間企業等（複数）

無限責任組合員
（GP：General Partner）

※ファンド・マネジャー ※アレンジャー

有限責任組合員
（LP：Limited Partner）

※「投資事業有限責任組合契約に関する法律」（有責法）に基づくファンド

ベンチャー企業 ベンチャー企業 ベンチャー企業

ハンズオン型：投資（出資等）と経営指導

「ベンチャー・インキュベーション・ファンド」のスキーム

 

 



文部科学省Ｈ１６年度委託「２１世紀型産学官連携手法の構築」 

『大学発知財の商業化戦略』 

小樽商科大学ビジネス創造センター(ＣＢＣ) - 175 - 

 

「ベンチャー・インキュベーション・ファンド」の標準イメージ

■ファンド総額
３０億円

■管理報酬 （注）大事なのは料率ではなく、絶対額
（ファンド総額×３％程度＝）１億円程度/年

■投資チーム
パートナークラス３名、アソシエイトクラス３名 （人件費計０．５億円/年）

■投資案件数・金額
＠５案件/名×３名＝１５案件
＠１．５億円/案件×１５案件＝２３億円

■成功報酬
キャピタルゲインの２０％程度

■リターン
（２件が２０倍超でＩＰＯ、
５件が１～１０倍で事業売却、
８件が失敗で、

ＬＰの税引前ＩＲＲ２０％以上）
出資額 回収額 利益分配

リビング・デッド
M&A

M&A

IPO

IPO

元本

GP成功報酬

GP･LPへの
分配

管理報酬等

Ａ社

Ｂ社

Ｆ社

Ｇ社

Ｈ社

Ｉ社

Ｄ社

Ｅ社

Ｃ社

フ

ァ

ン

ド

総

額

利

益

投

資

額

 

 

 

 

「ベンチャー・インキュベーション・ファンド」 出資案件一覧

14/3札幌ライフサイエンス・バ
イオ

北海道ベンチャーキャピタル㈱

www.hokkaido-vc.com

ホワイトスノー第二号投資事業有限責任組合3

14/9東京工学全般ジェービィックベンチャーキャピタル㈱

www.jvic-vc.co.jp

ジェービィック産学連携投資事業有限責任組合2

15/12東京ライフサイエンス・バ
イオ

ウォーターベイン・パートナーズ㈱

http://www.watervein.jp

ウォーターベイン・テクノロジー１号投資事業有限責
任組合

4

15/12名古屋ライフサイエンス・バ
イオ

㈱ティッシュエンジニアリングイニシアティブ

www.te-i.co.jp

ＴＥＩ１号投資事業有限責任組合5

16/3仙台工学全般東北イノベーションキャピタル㈱

www.tohoku-innocapital.co.jp

東北インキュベーション投資事業有限責任組合6

16/4東京ライフサイエンス・バ
イオ

ファストトラックイニシアティブ㈱

www.fti-jp.com

ファストトラックイニシアティブ１号投資事業有限責任
組合

7

14/6東京ライフサイエンス・バ
イオ

㈱トランスサイエンス

www.trans-science.co.jp

トランスサイエンス壱号投資事業有限責任組合1

Ｄ

Ｂ

Ｊ

合計

16/7福岡ＩＴ・半導体九州ベンチャーパートナーズ㈱九州ＩＴ・半導体投資事業有限責任組合8

Ｎ

Ｂ

Ｉ

ＩＴ

ナノ・オプト

ライフサイエンス・バ
イオ

ＩＴ

分野

合計

アイティーファームⅡ号投資事業有限責任組合

クリティカル・テクノロジー一号投資事業有限責任組
合

バイオテック・ヘルスケア１号投資事業有限責任組
合

アイティーファームⅠ号投資事業有限責任組合

ファンド名

14/9東京㈱アイティーファーム4

13/9東京イノベーション・エンジン㈱

www.innovation-engine.co.jp

3

13/1東京㈱バイオテック・ヘルスケア・パートナーズ

www.biotech-healthcare.com

2

12/4東京㈱アイティーファーム

www.it-farm.com

1

設立
年月

所在地ＧＰ

（金額単位：億円）
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EXIT
（IPO、M&A）

その他EXIT

事業再生

シード スタートアップ アーリー ミドル レイター

事業再生ファンド

日本政策投資銀行の「ベンチャー」支援体系（イメージ図）

産学官連携支援

一般融資・債務保証

知的財産権担保融資
・債務保証

新規事業投資㈱ 出資

新株予約権付融資・債務保証
（以前はワラント債応募）

ベンチャー・インキュ
ベーション・ファンド

コミュニティ
・クレジット

平成７年 知的財産権担保融資（開始）

８年 新規事業投資㈱へ出資（投資第二部増設）

９年 産学連携・新規事業支援センター設置

10年 新株引受権付社債（ワラント債）引受（開始）

12年 新規事業投資㈱を通じたファンド出資（開始）

14年 ファンド出資（開始）

16年 技術事業化支援センター設置

 

 

 

 

技術事業化支援センター（本店、関西支店）

技術を事業化しようとする

地域の中堅企業等
地域金融機関等

□ 技術事業化計画の調査
・ 市場動向調査
・ 技術動向調査

□技術事業化に関するｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
・ 経営戦略、事業化計画の策定支援
・ 資金調達のご相談 等

技術事業化支援センター技術事業化支援センター

＋

融資相談等
依頼

技術アドバイザーとの
独自ネットワーク

技術アドバイザーとの
独自ネットワーク

全国取引先企業との
ネットワーク

全国取引先企業との
ネットワーク

国・地域・大学との
ネットワーク

国・地域・大学との
ネットワーク

金融ノウハウ金融ノウハウ審査ノウハウ審査ノウハウ

－新技術開発融資
－ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業融資

－知的財産権担保融資
－新株引受権付融資
－エクイティ投資、Ｍ＆Ａ

（一部有償）

センターの特徴

1. 技術開発成果の「事業化」が主眼

⇒開発された技術を市場価値で評価し、適切なビ
ジネスプランを構築します。

2. 金融機関、投資家の視点で事業計画を評価、
策定することで事業可能性を大幅に向上

3. 当行のノウハウ、地域金融機関のネットワー
クを総合的に活用したハンズオン型の支援
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 金融機関と企業の間に中間機関を置く､という考え方

 地域で設立した「金融プラットフォーム」が、金融機関から借り入れ、地域企業に融資

⇒ 金融プラットフォームへの出資企業が、相互に借入・保証・審査・監視を行う

地域企業間で信頼のない事業者が予め排除されるため、債務者のモラルハザードも減少

⇒ 対金融機関及び構成員（地域企業）相互の信頼関係を高めるため、構成員の相互情報

開示を徹底

 金融プラットフォーム → 企業の融資手法に「仕組金融」を導入する

⇒ 土地担保融資はしない / 内輪の企業情報を活かした地域密着型融資を行う

⇒ 融資先ポートフォリオの構築によるリスク低減 / 地域企業出資金などによる信用補完

銀行
信用金庫
信用組合

地域金融
プラットフォーム

(地域が自前でつくる
中間金融機関)

地域企業
地域関係者

通常融資

返済 返済

地域密着型融資

出資

配当

「地域金融プラットフォーム」

 

 

 

 

親元企業内の

コア事業

社内ベンチャー

カーブアウト

スピンオフ

スピンアウト

コーポレート・ベンチャー
の位置付け（イメージ図）

親元企業
との関係

（支援・連携）

小

大

独立

親元側 独立の意図・決定 独立側

- 親元企業側が、経営戦略としてビジネスシーズ・事業部門などを組
織的に切り出し独立させ、第三者の参画（評価、投資、事業など）も
積極的に活用することにより、事業性・収益性の向上を図る。複数
企業の技術・事業を１ＪＶに統合することにより、市場ポジションの
確保を図ることも可能。

- 親元企業内で、打切・撤退、不十分・不満足、
新規・独立などのビジネスシーズ・事業部門
などが独立。

- 親元企業の管理・庇護下。経営資源、経営・責任、待遇などの独立性
は弱い。
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「イノベーションカーブアウトファ
ンド」

 ファンド総額： 150 億円（目標）
 ファンド期間： 10 年間（但し２年間延長の可能性あり）
 投資対象： 電子産業・ハイテク産業における有望なカーブアウト案件が中心

事 業 会 社（カーブアウト元 企業）

機関 投資 家

Portfolio
Portfolio

Portfolio

カーブアウト

投 資

本 格的 ハ ンズオン育 成

ファンド運営

日本 政 策投 資 銀 行機 関 投資 家

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

ア
ラ

イ
ア

ン
ス

イ
ン

ベ
ス

ト
メ

ン
ト

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

ア
ラ

イ
ア

ン
ス

グ
ル

ー
プ

事 業 会 社
（カー ブア ウト親 元 企 業）

50％

そ
の

他
外

部
資

源

三 菱 商 事

イノベーションカー ブアウトファンド
１５０億 円

（金 額は目 途 額）

50％

連 携

出 資 出 資 出 資

出 資

出 資

 

 

 

服部 統幾 （はっとり もとき）

昭和42年４月 神奈川県横浜市生まれ
平成 ３年３月 東京大学法学部卒業

３年４月 日本開発銀行（現日本政策投資銀行）入行
３年４月～４年３月 地方開発部（関東甲信越地域担当）
４年４月～６年３月 札幌支店
６年４月～８年３月 総務部経営計画室
８年４月～10年３月 日本輸出入銀行（現国際協力銀行）営業第１部

（アジア地域担当）出向
10年４月～13年３月 北海道支店（10年４月～副調査役）
11年４月～13年３月 小樽商科大学大学院商学研究科修士課程修了
13年４月～ 新規事業部（現新産業創造部）（13年４月～調査役）
15年５月～ テクノＶＩＰ㈱（事業戦略部長）兼職

（兼職）小樽商科大学ビジネス創造センター学外協力スタッフ

自己紹介

 

 

 


